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平成14年３月期 個別財務諸表の概要 平成14年　5月 25日

上場会社名 株式会社プレステージ・インターナショナル 上場取引所（所属部）

コード番号 ４２９０ 　　　 株式会社大阪証券取引所(ﾅｽﾀﾞｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ市場)

      (URL http://www.prestigein.com/) 本社所在都道府県　　　　　　東京都

問 合 せ 先 氏名 中澤  宏晃 ＴＥＬ　（０３）５３５４－７８００

決算取締役会開催日 平成14年 5月 24日 　中間配当制度の有無 無

定時株主総会開催日 平成14年 6月 22日             単元株制度採用の有無 無

１．14年3月期の業績（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

(1) 経営成績                                                                       （百万円未満切り捨

て）

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 3月期 　 4,140    5.0   △184      － 　　 △149       －

13年 3月期    3,942 34.3 294 42.0       265 67.7

当期純利益
一株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

一株当たり当期

純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

14年 3月期 　△491 ― △38,187 61 ― ― 　△97.7 　 △7.5 　 △3.6

13年 3月期   　248 335.5   31,404 79 ― ―     68.3 　  15.6 6.7

(注) ①期中平均株式数  14年3月期        12,871株       13年3月期        7,906株

②会計処理の方法の変更　　　無

    ③売上高､営業利益､経常利益､当期純利益におけるパ－セント表示は､対前期増減率

(2) 配当状況

一株当たり年間配当金
　

中間 期末

配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本

配当率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

14年 3月期     0  0 ― ―     0  0 ― ― ―

13年 3月期     0  0 ― ―     0  0 ― ― ―

(3) 財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

14年 3月期 　　　1,944 　　　 642 　　　 33.1 　　48,180 　 30

13年 3月期       2,011             363        18.1     30,675 90

 (注)①期末発行済株式数  14年3月期    13,344株 13年3月期     11,844株

     ②期末自己株式数  14年3月期 0株 13年3月期              0株

２．15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経常利益 当期純利益

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

通    期 4,500 310 180 ― ―     0 0     0 0

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 13,489円　21銭

※ 上記の予想は､本資料発表日現在において想定できる経済情勢､市場動向などを前提として作成したものであり､

今後の様々な要因により､予想と異なる結果となる可能性があります。
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２．財務諸表等

(1) 財務諸表

   ①貸借対照表

（単位：千円）

注記
番号

構成比 構成比

％ ％

Ⅰ 流動資産

1. 現金及び預金 239,800 354,455

2. 売掛金 ※1 594,244 565,676

3. 商品 － 4,864

4. 貯蔵品 546 987

5. 前渡金 3,592 9,390

6. 前払費用 16,825 25,400

7. 短期貸付金 ※1 101,569 74,800

8. 未収入金 35,862 24,698

9. 繰延税金資産 148,220 132,457

10. その他 23,946 15,354

11. 貸倒引当金 △ 33,746 △ 1,304

流動資産合計 1,130,862 56.2 1,206,779 62.0

Ⅱ 固定資産

1. 有形固定資産

(1) 建物 53,495 60,323

減価償却累計額 20,103 33,392 27,422 32,901

(2) 車輌運搬具 600 600

減価償却累計額 358 241 488 111

(3) 工具、器具及び備品 269,614 277,961

減価償却累計額 90,809 178,804 148,366 129,594

有形固定資産合計 212,437 10.6 162,607 8.4

2. 無形固定資産

(1) 営業権 354 16,157

(2) 電話加入権 10,284 10,284

(3) ソフトウェア 75,519 97,898

(4) ソフトウェア仮勘定 32,883 －

(5) その他 1,291 －

無形固定資産合計 120,333 6.0 124,340 6.4

3. 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 930 735

(2) 関係会社株式 284,857 121,439

(3) 関係会社社債 － 10,000

(4) 長期貸付金 － 7,148

(5) 従業員長期貸付金 － 1,568

(6) 関係会社長期貸付金 63,792 213,686

(7)
破産債権、更正債権
その他これらに準ずる債権

10,228 315

(8) 長期前払費用 10,968 6,399

(9) 差入保証金 88,176 87,368

(10) 繰延税金資産 106,861 －

(11) その他 16,900 16,900

(12) 貸倒引当金 △ 35,037 △ 14,335

投資その他の資産合計 547,678 27.2 451,226 23.2

固定資産合計 880,449 43.8 738,175 38.0

資産合計 2,011,311 100.0 1,944,954 100.0

区分 金額 金額

(資産の部)

第15期 第16期
（平成13年 3月31日現在） （平成14年 3月31日現在）
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（単位：千円）

注記
番号

構成比 構成比

％ ％

Ⅰ 流動負債

1. 買掛金 ※1 204,960 183,302

2. 短期借入金 657,000 550,000

3. 未払金 75,646 74,917

4. 未払費用 102,091 76,141

5. 未払法人税等 1,730 2,290

6. 未払消費税等 23,737 17,869

7. 前受金 268,273 205,933

8. 預り金 107,670 67,791

9. その他 9,845 1,419

流動負債合計 1,450,954 72.1 1,179,665 60.6

Ⅱ 固定負債

1. 長期未払金 187,112 117,544

2. 退職給付引当金 5,119 4,826

3. その他 4,800 －

固定負債合計 197,031 9.8 122,370 6.3

負債合計 1,647,986 81.9 1,302,036 66.9

Ⅰ 資本金 ※2 490,450 24.4 809,200 41.6

Ⅱ 資本準備金 340,450 16.9 793,075 40.8

Ⅲ 欠損金

1. 当期末処理損失 467,574 959,087

欠損金合計 467,574 △ 23.2 959,087 △ 49.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － △ 269 △0.0

資本合計 363,325 18.1 642,917 33.1

負債資本合計 2,011,311 100.0 1,944,954 100.0

区分

（負債の部）

（資本の部）

第16期
（平成13年 3月31日現在） （平成14年 3月31日現在）

金額 金額

第15期
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② 損益計算書

（単位：千円）

注記
番号

百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 売上高

1. ＣＲＭ業務収入 3,697,233 3,909,483

2. 旅行収入 245,261 3,942,495 100.0 230,914 4,140,398 100.0

Ⅱ 売上原価

1. ＣＲＭ業務収入原価 2,479,044 3,027,852

2. 旅行収入原価 187,526 2,666,570 67.6 190,005 3,217,858 77.7

売上総利益 1,275,925 32.4 922,539 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

1. 広告宣伝費 1,145 5,382

2. 貸倒損失 － 6,604

3. 役員報酬 32,986 40,047

4. 給与手当 496,929 525,600

5. 賞与 19,242 －

6. 退職給付費用 1,490 1,427

7. 雑給 39,207 53,092

8. 法定福利費 62,585 72,026

9. 通信費 21,685 29,389

10. 旅費交通費 67,050 59,023

11. 支払手数料 6,503 13,219

12. 募集費 22,904 25,970

13. 支払家賃 35,869 34,424

14. 減価償却費 14,755 11,903

15. その他 159,489 981,845 24.9 228,480 1,106,593 26.7

営業利益又は営業損失（△） 294,080 7.5 △ 184,053 △ 4.4

Ⅳ 営業外収益

1. 受取利息 ※1 9,166 7,781

2. 受取配当金 － 18

3. 為替差益 19,784 44,179

4. その他 8,894 37,846 0.9 21,651 73,630 1.8

第15期 第16期
自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
至  平成13年 3月31日 至  平成14年 3月31日

金額 金額区分
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（単位：千円）

注記
番号

百分比 百分比

％ ％

Ⅴ 営業外費用

1. 支払利息 38,846 12,020

2. 新株発行費 1,658 2,808

3. 社債発行費 2,204 -

4. 社債発行差金償却 1,250 -

5. 貸倒損失 1,617 -

6. 公開準備費用 18,308 22,980

7. その他 2,783 66,670 1.7 845 38,654 1.0

経常利益又は経常損失（△） 265,256 6.7 △ 149,077 △ 3.6

Ⅵ 特別利益

1. 固定資産売却益 ※2 3,636 106

2. 貸倒引当金戻入益 2,430 2,679

3. 外国税金還付金 10,303 -

4. 債務免除益 - 9,913

5. その他 - 16,370 0.4 1 12,701 0.3

Ⅶ 特別損失

1. 前期損益修正損 ※3 1,574 -

2. 固定資産除却損 ※4 4,602 2,751

3. 貸倒引当金繰入額 ※5 23,513 -

4. 特別退職金 - 12,201

5. 関係会社株式評価損 ※6 - 203,418

6. 訴訟関連費用 5,544 6,800

7. その他 8,847 44,083 1.1 4,000 229,171 5.5

237,543 6.0 △ 365,547 △ 8.8

法人税、住民税及び事業税 6,138 3,145

法人税等調整額 △ 16,880 △ 10,742 △ 0.3 122,819 125,965 3.1

当期純利益又は当期純損失（△） 248,286 6.3 △ 491,512 △ 11.9

前期繰越損失 715,860 467,574

当期未処理損失 467,574 959,087

税引前当期純利益又は
当期純損失（△）

第15期 第16期
自  平成12年 4月 1日 自  平成13年 4月 1日
至  平成13年 3月31日 至  平成14年 3月31日

金額 金額区分
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③ 損失処理案

（単位：千円）

Ⅰ 当期未処理損失

Ⅱ 次期繰越損失 467,574 959,087

467,574 959,087

平成13年 6月20日 平成14年 6月22日

金額 金額

第15期 第16期

株主総会承認日 株主総会承認予定日

科目

期別



7

重要な会計方針

項目

第15期

自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日

第16期

自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

 時価のあるもの

  期末日の市場価格等に基づく時価

  法（評価差額は全部資本直入法に

  より処理し、売却原価は移動平均

  法により算定しております）

 時価のないもの

    移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法

(1) デリバティブ

時価法

(1) デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

貯蔵品

    個別法による原価法

商品

    個別法による原価法

貯蔵品

    個別法による原価法

４．固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物 ３～15年

工具、器具及び備品    ５～15年

(2) 無形固定資産

① 営業権

商法の規定に基づき５年間で均等

償却しております。

② ソフトウェア

利用可能期間に基づき、５年間で

の定額法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

① 営業権

同左

② ソフトウェア

同左
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項目

第15期

自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日

第16期

自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日

５．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

(2) 社債発行費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

(3) 社債発行差金

繰延償却法によっております。

(1) 新株発行費

同左

―――

―――

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案して、必要と見込まれ

る金額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異について

は、発生しておりません。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

同左

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

８．ヘッジ会計の処理方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約等については振当処理

の要件を満たす場合には振当処理を行

っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約等

ヘッジ対象…外貨建取引、外貨建債

権債務及び予定取引

(3) ヘッジ方針

外貨建取引による為替相場等の変動

によるリスクを回避することを目的と

してヘッジを行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の為替予約等と、ヘッジ

対象の外貨建取引、外貨建債権債務及

び予定取引との相関性を検討すること

により行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左
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追加情報

第15期

自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日

第16期

自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日

（退職給付会計）

  当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成10年６月16日））を適用しております。この結

果、従来の方法によった場合と比較して、損益に与える

影響はありません。

  また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表

示しております。

（金融商品会計）

  当事業年度からその他有価証券のうち時価のあるもの

の評価の方法について、金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成11年１月22日））を適用しております。

  この結果、従来の方法によった場合と比較してその他

有価証券評価差額金が△269千円計上されたほか、投資

有価証券が465千円減少し、繰延税金資産が195千円増加

しております。

  

（金融商品会計）

当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成11年１月22日））を適用しております。

ただし、その他有価証券のうち時価のあるものについ

ては、時価評価を行っておりません。

なお、平成12年大蔵省令第８号附則第４項によるその

他有価証券に係る貸借対照表計上額等は、次のとおりで

あります。

貸借対照表価額 930千円

時価 560千円

評価差額相当額 214千円

繰延税金資産相当額 155千円

また、ゴルフ会員権の減損会計の適用を行っており、

この結果、税引前当期純利益は13,600千円減少しており

ます。

貸倒引当金の会計処理方法の変更による損益に与える

影響は軽微であります。

  なお、デリバティブ及び社債発行差金の会計処理方法

の変更による損益に与える影響はありません。

（外貨建取引等会計基準）

当事業年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準

（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

（企業会計審議会　平成11年10月22日））を適用してお

ります。この変更による損益への影響は軽微でありま

す。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第15期

(平成13年３月31日現在)

第16期

(平成14年３月31日現在)

※１　関係会社に対する資産・負債が次のとおり含まれて

おります。

売掛金 29,133千円

短期貸付金 98,184千円

買掛金 29,731千円

※１　関係会社に対する資産・負債が次のとおり含まれて

おります。

売掛金 33,539千円

短期貸付金 66,476千円

買掛金 23,807千円

※２　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 15,872株

発行済株式総数 11,844株

※２　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 15,872株

発行済株式総数 13,344株
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(損益計算書関係)

第15期

自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日

第16期

自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日

※１　関係会社に関する事項

受取利息 7,292千円

※１　関係会社に関する事項

受取利息 6,093千円

※２　固定資産売却益は、工具、器具及び備品の売却に

よるものであります。

※２　固定資産売却益は、工具、器具及び備品の売却に

よるものであります。

※３　前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。

関係会社向け債権修正等 1,574千円

※ ３

＿＿＿＿＿

※４　固定資産除却損は、工具、器具及び備品2,139千

円、ソフトウェア2,463千円の除却によるものであ

ります。

※４　固定資産除却損は、ソフトウェアの除却によるも

のであります。

※５　貸倒引当金繰入額の内訳は、次のとおりでありま

す。

ゴルフ会員権減損 13,600千円

Oshu AG債権に対するもの   9,913千円

　計 23,513千円

※ ５

＿＿＿＿＿

※ ６

＿＿＿＿＿

※ ６　関係会社株式評価損

      PRESTIGE INTERNATIONAL USA INC.  186,256千円

      PRESTIGE INTERNATIONAL U.K.Ltd.   17,161千円

         計                            203,418千円
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(リース取引関係)

第15期

自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日

第16期

自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
                                          （単位：千円）

工具、器具及び備品 48,982 41,092 7,890

ソフトウェア 36,607 16,668 19,938

その他 2,819 2,584 234

合計 88,409 60,345 28,064

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
                                      (単位：千円)

工具、器具及び備品 51,119 16,967 34,151

ソフトウェア 64,671 19,711 44,960

その他 ー ー ー

合計 115,790 36,678 79,112

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 11,802千円

１年超                    17,118千円

　合計 28,920千円

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 22,673千円

１年超                    57,679千円

　合計 80,353千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 28,867千円

減価償却費相当額 26,470千円

支払利息相当額 1,272千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 20,190千円

減価償却費相当額 19,172千円

支払利息相当額 1,484千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

※ 前事業年度及び、当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び、関連会社株式で時価のあるものは

    ありません。
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（１株当たり情報）

第15期

自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日

第16期

自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日

１株当たり純資産額 30,675円90銭 １株当たり純資産額 48,180円30銭

１株当たり当期純利益 31,404円79銭 １株当たり当期純利益 △38,187円61銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権付社債を発行しておりますが、当社

株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、

期中平均株価が把握できませんので、記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。
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（重要な後発事象）

第15期

( )
自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

 

第16期

( )
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 

１．当社は、平成13年４月24日開催の取締役会の決議に

基づき、平成13年９月末日を目途に当社の100％子

会社であるPrestige International Paris S.A.R.L.

を解散し、その営業を当社の100％子会社である

Prestige International U.K. Ltd.のパリ支店に譲

渡することといたしました。

なお、パリ支店の開設については、平成13年３月14

日開催の取締役会の決議に基づいて平成13年４月１

日に行われており、同日に営業権の譲渡も行われて

おります。

―――――――――
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役員の異動

平成14年6月22日の定時株主総会の承認をもって、次のとおり役員の異動を行う予定であります。

1. 代表者の異動

　　　該当事項はありません。

2. その他の役員異動

(1) 新任取締役候補

　　　該当事項はありません。

(2) 新任監査役候補

　　　監査役　　玉舎　直人

　　　監査役　　土性　　宏

(3) 退任予定取締役

　　　該当事項はありません。

(4) 退任予定監査役

　　　該当事項はありません。


